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2011 年東北地方太平洋沖地震前に見られた前兆的現象 
 

2012/07/18 気象研究所 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震発生前の地震活動や地殻変動などの変化について，主に地震発生

後ではあるが報告されている．現在までに報告されているこれらの前兆的な変化についてまとめ

た．以下「本震」とは 2011 年東北地方太平洋沖地震の本震を指す． 

 それぞれの現象の特徴は別表の通りである． 

 

まとめ 

地震活動 

1. 静穏化：本震発生の 4～23 年前から震源域の深部や北部の他，西南日本を含む日本全国で

静穏化がみられた．ただし，静穏化が本震まで継続していなかったという報告もある． 

2. 地球潮汐との相関：本震発生の約 10 年前から，前震・本震付近での中規模地震の発生に地

球潮汐との強い相関がみられた． 

3. b 値：遅くとも 2005 年頃から b 値が低下し始め，更に本震の約 1 ヶ月前からの前震活動期

で急降下した．空間的には低 b 値域と本震で大きく滑った領域には相関があるようにみえ

る． 

4. 前震：本震発生の約 1 ヶ月前から本震破壊開始点の北側で群発的な前震活動が 2 回あった．

前震活動が本震に向けてゆっくり移動している様子が観測された． 

地殻変動 

5. 長期的スロースリップ：本震発生の数年前から本震震源域で発生した M7 クラスの地震の

余効変動が大きく，これらを含む非地震性すべりのため，宮城・福島県沖のすべり欠損は

2000 年以前と比較してかなり小さくなっていた． 

6. 短期的スロースリップ：震源に近い位置にある海底圧力計で，本震の 1 ヶ月前にスロース

リップによる変化が観測された．陸上の GPS および傾斜計では事前変化は観測されなかっ

た． 

その他 

7. 電離層関係の現象：複数の要素で本震の数日から数十分前に変化が報告されている． 

 

上記の前兆的現象に基づく一般的な予測の問題点および課題については，次のようなものが挙

げられる． 

問題点および課題 

1. 静穏化および b 値の変化には，現象を定義するパラメータの選択に任意性があり，それに

よる結果の不確実性が大きい． 

2. 本震に対して遡った調査は比較的多いが，前兆的現象が現れた後の追跡調査が不十分であ

り，予知率に比べ適中率が求められていないケースが多い． 

3. 静穏化，地球潮汐，b 値については，地震活動が低調な領域では解析ができない． 

4. スロースリップの発生が必ず地震の発生につながるかどうかわかっていない． 

－ 138 －



ii 

5. 前兆的現象の多くは，地震発生との因果関係が明らかになっていない． 

 

上記の前兆的現象に基づく一般的な予測の可能性については，次のようなものが挙げられる． 

予測の可能性 

1. 今回の本震が発生した領域は続発性の強い領域であったため顕著な前震活動がみられた．

前震の統計解析に基づいた予測モデルによれば，最大前震（M7.3）が発生した本震の約 2

日前の時点付近では，M7.3 以上の地震が発生する確率が約 20-30％であったという報告が

ある．なお，ここでは M7.3 以上の地震が発生すると予測しているだけであって，M9.0 そ

のものの発生を予測していたわけではない． 

2. 日本全域でみた場合では「前震－本震型」は 1-6%である．日本の都道府県庁所在地のいず

れにおいても，平常時 3 日以内に震度 5 弱以上の揺れを観測する確率は 0.1%未満であるた

め，1-6%の発生確率というのは平常時の0.1%未満と比べると10-60倍以上高い状態である．

なお，一般的に本震は前震から 1 日程度で発生するケースが最も多く，5 日以内に海域で 7

割，陸域で 9 割が発生している． 

3. 本震の 10年くらい前から長期的変化が現れる可能性があるものとして，静穏化，地球潮汐，

b 値，スロースリップが挙げられる．これらの項目を総合的に監視することで中・長期的な

異常を捉えられるかもしれない．しかし，発生時期についての厳密な予測は現時点では難

しい． 

4. 現在の観測網では，2 日前に発生した最大前震後のすべりに加速は見られなかった．しかし

ながら，沖合の観測網を拡充し検知能力を向上させることで，すべりの加速を捉えられる

可能性は否定できない． 

 

用語 

・予知率：対象とする全ての地震のうち前兆が現れた地震の割合．↓の図で C/A 

・適中率：全ての前兆現象のうち対象とする地震と関連した前兆の割合．↓の図で C/B 

 

 

 

  

対象とする地震数 前兆現象数 

A B C 

－ 139 －



iii 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震前に見られた前兆的現象 
～個別事例～ 

 

2012/07/18 気象研究所 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震発生後の解析で，地震発生前の地震活動や地殻変動などの変化が

報告されている．現在までに報告されているこれらの前兆的な変化についてまとめた． 

 それぞれの現象の特徴は別表の通りである．特に断らない限り，以下「本震」とは 2011 年東北

地方太平洋沖地震の本震を指す． 
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1. 静穏化 
 

1 

1. 静穏化 

静穏化が見られたという報告はいくつかある．ただし，データの処理方法や解析手法の違い

によって静穏化域や期間は異なっている． 

 

1.1.  約 23 年前に静穏化発現 (Katsumata, 2011) 

解析には ZMAP を用いて Z 値を推定．データは 1965-2010 年，M≧4.5，60 km 以浅の

気象庁一元化震源を使用．デクラスタはしない（デクラスタしたデータに対しても同様の

解析を行ったが，大きな差はないとのこと）．緯度経度 0.05°間隔のグリッドを配置し，

各グリッドを中心に最寄りの 150 個を含む領域について静穏化を判定した． 

本震の 23.4 年前の 1987 年 11 月頃から，本震で大きく滑った領域の深部縁辺で静穏化が

現れた．静穏化域を↓図の赤領域で示す．（※注：回数積算図からもわかるように，A1，

A2 に関しては 2005 年から活発化しており，必ずしも 3.11 本震まで静穏化が継続してい

るわけではない．） 
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1.2.  約 15 年前から日本全国で静穏化 (統計数理研究所, 2011b) 

解析には時空間 ETAS および時間 ETAS モデルを使用．データは 1926-2011/3/11 14:46，

M≧5.0．時空間 ETAS モデルで確率論的デクラスタを行い，常時地震活動を抽出した結

果，1996-2006 年頃から日本全国で静穏化していた．また，特に静穏化が明瞭な西南日本

と日向灘の活動について現象の追認を目的に，オリジナルデータに対して時間 ETAS モデ

ルで解析した結果，有意な相対的静穏化がみられた． 
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1.3.  約 10 年前から静穏化 (吉川, 2011；吉川・林元, 2012) 

解析には REASA (明田川・伊藤, 2008)および Seisqa (林元・明田川, 2010)を使用し，地

震活動指数 (塚越・石垣, 2003)を計算して面的に静穏化域を抽出．データはデクラスタし

た気象庁一元化震源．①1997 年 10 月－2011 年 2 月，M≧3.0，②1984 年－2011 年 2 月，

M≧4.0． 

カタログ①については，2001 年頃から長径 300-400 km 域で静穏化． 

カタログ②については，（基準期間を 1984 年から 1988 年にした場合）2001 年頃から長

径約 500 km 域で静穏化．静穏化域は青森～岩手県の陸域から海域にかけて（図 1）． 

過去に発生した M7-8 クラスの地震を調査したところ（太田・他, 2010; 吉川・他, 2011），

静穏化域の長径ならびに継続期間は対象の地震の規模依存性（スケーリング則）がみられ

た（図 2）．このスケーリング則に基づくと，本震規模は M8-9 と推定された．継続時間の

スケーリング則におけるデータのばらつきが対数正規分布に従うと仮定すると，2006 年

までに約 50%，2026 年までに約 80%の確率で発生すると計算された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2. 対象の地震の M に
対する（上）静穏化域と
（下）静穏化期間のスケ
ーリング則． 
上図より静穏化域から本
震の規模が推定でき，そ
の情報を元に下図より継
続時間から発生時期を推
定できる． 
灰と赤丸は異なるパラメ
ータで得られた結果．結
果がパラメータに依存し
ていることがわかる． 

図 1.（左）2001-2011/2 に検出された静穏化域を
青円で示す．青円の半径は 50 km に固定．赤線枠
で囲んだ領域は，この期間内終始静穏化状態にあ
った．一方他の領域は短期的に消失したり，場所
が動いたりしていて安定しない．（右）左図赤線枠
内の M-T および回数積算図． 
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1.4.  2007 年に 1 年間静穏化 (気象庁, 2008ab, 2009) 

地震活動指数 (塚越・石垣, 2003)を計算した．データはデクラスタした気象庁一元化震源．

1997 年 10 月以降，M≧5.0．2007 年の一年間，東北沖全域（3.11 本震の余震域）で静穏

化．北半分では 2008 年前半まで静穏化．その後地震活動は回復しているため，この結果

から本震を予測することは困難であろう． 

 

 

 

 

  

期間を延長した 

静穏化 
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1.5.  （参考）静穏化現象の有無 (吉川・他, 2011) 

吉川・他 (2011)は，過去の国内の顕著地震（1987-2010，M≧6.7，震度 5 以上）前に静

穏化現象が現れたか否かを調査した．地震の発生場所を陸の地殻内，プレート間，プレー

ト内の 3 つに区分けして調査した結果，以下のことが明らかとなった． 

1. プレート間地震では，静穏化が検出できる割合は（6/11=）55%． 

2. 特に太平洋プレート間に限ると（6/9=）67%． 

3. 陸の地殻内の地震では（1/7=）14%． 

4. スラブ内地震では（2/7=）29%． 
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2. 地球潮汐 
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2. 地球潮汐 

2011 年東北地方太平洋沖地震の約 10 年前から，前震・本震付近での地震の発生に地球潮汐

との強い相関が見出された． 

 

2.1.  約 10 年前から p 値が低下 (田中, 2011; Tanaka, 2012) 

地震活動と地球潮汐（による断層面上のせん断応力）との相関を Schuster の方法

（Schuster, 1897）を用いて検定．パラメータ p 値（0-100%の値をとる）が小さいほど

相関が高い．データは GCMT カタログ，1976-2011 年，Mw5.0 以上，70 km 以浅の 541

イベント． 

空間変化：200 km×200 km のウィンドウを 50 km ずつ移動させながら，本震前 3000

日間の地震データを用いて p 値を推定．その結果，ほとんどの場所で p 値は 10%以

上を示し有意な相関があるとはいえないが，前震・本震の周辺の p 値は 4.1%と小さ

く有意な相関があった． 

時間変化：上記 4.1%の領域について，3000 日（約 8.2 年）の時間ウィンドウを 500 日（約

1.4 年）ずつ移動させながら p 値を推定した．その結果，1976 年以降約 25 年間は 30%

以上の高い値をとり，有意な相関は認められない．しかし，2000 年頃から本震直前

まで p 値は徐々に低下した． 

同様の現象は，スマトラ沖やトンガのプレート境界地震についても報告されている．p 値

の低下継続期間と本震規模には相関がある． 

 

 

  

Fig. 3| Spatial distribution of 
p-values in the 3000 days prior to 
the Tohoku-Oki earthquake. A 
spatial window of 200 km × 200 
km is moved by 50 km both in the 
along-strike and along-dip 
directions. For the window which 
includes 20 or more earthquakes, 
the p-value is indicated in the 50 
km × 50 km square at the center of 
the window by the gray scale at 
the bottom. Darker shades 
represent smaller p-values. Dark 
gray rectangle indicates the study 
area. Light gray square indicates 
the entire 200 km × 200 km 
volume of the window marked by 
A, which is referred to as region A. 
Stars are the epicenters of the 
2011 Tohoku-Oki earthquake and 
its largest foreshock (Mw 7.4). 
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2.2.  （参考）地震と地球潮汐に関する統計 (Tanaka et al., 2002, 2004) 

Tanaka et al. (2002)はハーバード CMT カタログを用いて，全世界で 1977-2000 年に発

生したMw5.5以上の 9350イベントと地球潮汐との統計を取った．断層タイプ別，深さ別，

M 別で調査した結果，地震と地球潮汐とに次の関係がみられた． 

1. 全 9350 イベントをひとまとめに解析すると相関なし． 

2. 逆断層型の地震は相関あり．特に 70 km 以浅，Mw5.5-6.9 で相関が高い． 

3. せん断応力が最大になる少し前に地震は起きやすい． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tanaka et al. (2004)はハーバード CMT カタログを用いて，全世界で 1977-2003 年に発

生した Mw5.0 以上，70 km 以浅，逆断層型（Rake=60-120°）を用いて，Mw7.5 以上の

逆断層型地震の発生前に p 値の低下が見られるかという調査をした．その結果，調査対象

となった 11 個の地震のうち 6 個（=55%）で p 値の有意な低下が確認できた． 

 

 

 

 

 

 

  

Figure 4. (left) Temporal variation of p-value for the periods of 2500 days before and after the Mw≧7.5 earthquakes. A 
time window of 1500 days, which is represented by horizontal bar, is shifted by 200 days. Shaded portion indicates 
outside of the data period. (right) Frequency distributions of tidal phase angles in the 2000 days prior to the large 
events. Solid curve represents a sinusoidal function fitted to the distribution.
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3. b 値変化 

本震前に b 値が低下していたという報告がある．ただし，解析手法の違いによって b 値の低

下開始時期は異なる．空間的には低 b 値域と大きく滑った領域の対応が良い． 

 

3.1.  2004 年頃から b 値が低下 (楠城・他, 2011) 

データは気象庁一元化震源．2000 年－2011 年 4 月 26 日，M≧2.5，60 km 以浅． 

M の下限（Mth）は EMR 法（Woessner & Wiemer, 2005）で推定し，Mth以上のイベン

トに対して最尤法 (宇津, 1965)で b 値を推定した． 

本震時に大きく滑った領域で b 値は低く，その領域では，2005 年頃から b 値が低下． 

同様な解析を 1965 年以降の地震（M≧5.0，100 km 以浅）について行った結果，長期的

な b 値の低下が同領域内でみられた． 
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3.2.  直前に b 値が低下 (弘瀬・前田, 2011) 

データは 2003 年－2011 年 4 月 20 日，M≧2.0，深さ 0-90 km の気象庁一元化震源． 

解析には REASA (明田川・他, 2007) を用いた．Mthは Wiemer and Wyss (2000)の手法

で推定し，Mth以上のイベントに対して最尤法 (宇津, 1965)で b 値を推定した． 

本震直前に前震活動域で b 値が低下した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定常活動期間 前震活動期間 本震・余震活動期間 

↓左図矩形内の地震活動の b 値変化．
横棒は b 値の推定に用いた期間，縦
棒は b 値の推定誤差を示す．推定に
用いた Mthや個数もあわせて示した．
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3.3.  （参考）Mthの推定が b 値に与える影響 

M の下限 Mthの推定方法は主に Wiemer and Wyss (2000)の手法と Woessner & Wiemer 

(2005)の EMR 法とがある．いずれも規模別頻度分布に基づいて推定するもので，前者は

仮定した Mth以上の M を用いるのに対して，後者は全ての M を用いる．後者が推定した

Mthは前者よりも約 0.2 大きめになる傾向がある (Woessner & Wiemer, 2005)． 

下に示した図の左列は，Mthを Wiemer and Wyss (2000)の手法で推定したものである．

1994 年頃から徐々に下がる様子がみられる．Mth の推定手法に依存しないように，M の

下限を 5.5 に固定すると低下の開始時期が早まり，1984 年頃から徐々に下がる様子が現

れる．このように Mthをどのように扱うかで結果が異なることがあるため，b 値の解析結

果をみる場合は注意が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

  

Mthを W & W (2000)で推定 Mthを 5.5 に固定 
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3.4.  空間変化：低 b 値域とアスペリティが対応 (弘瀬・前田, 2011) 

データは 1990 年から 2011 年 2 月までの期間に決定された気象庁一元化震源（M≧3.0, 深

さ 90 km 以浅）のうち，太平洋プレート境界付近および二重深発地震面の上面で発生して

いる地震を抽出した．0.05 度グリッドを配置し，各グリッドから最寄りの 200 個の地震を

取り出し，Mthを Wiemer and Wyss (2000)の手法で推定した．Mth以上の地震を用いて，

最尤法 (宇津, 1965)で b 値を推定した．ただし，Mth以上の地震が 50 個未満の場合は b 値

を推定しないこととした．その結果，高 b 値域は，プレート境界上のアスペリティを避け

るように分布している（いいかえると，アスペリティは低 b 値）． 

 

 

 

 

  

図 1. b 値とアスペリティ分布．Yoshida et al. (2011, EPS) が震源過程解析によって推定したすべり量のコン

ターを 4 m 間隔の実線で示した．橙破線は太平洋スラブの等深線(Nakajima and Hasegawa, 2006, GRL; 
Nakajima et al., 2009, JGR)，関東地方の赤実線はフィリピン海スラブ等深線(弘瀬・他, 2008) ，青線はフィ

リピン海スラブの北東端(Uchida et al., 2010, JGR; Nakajima et al., 2009, JGR)をそれぞれ示す． 
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4. 前震 

2011 年東北地方太平洋沖地震の約 1 ヶ月前から本震破壊開始点の北側で群発的な前震活動を

伴った．詳細な解析により前震活動が本震に向けてゆっくり移動している様子が明らかとな

った．また，前震の情報を用いた本震発生予測モデルについても紹介する． 

 

4.1.  本震前に生じた 2 度にわたる「ゆっくりすべりの伝播」(Kato et al, 2012) 

震源域に近接する地震観測網の連続波形データに着目し，地震波形との相互相関解析を施

すことで，気象庁カタログに含まれていない多数の微小地震を検出し，新たな前震の震源

カタログを構築した．このカタログを分析することで，本震の破壊開始点へ向かう震源移

動が，ほぼ同じ領域（以下，EMZ，earthquake migration zone）で，2 度にわたり起き

ていたことが示された．1 度目の移動は，2 月中旬から下旬まで継続し，その移動速度は

2～5 km/day であった．2 度目の移動は，3 月 9 日の M7.3 の最大前震の発生後に見られ

た．その移動速度は平均約 10 km/day で，移動速度は前震 M7.3 の発生後から徐々に減速

を示した．これらの前震活動には，小繰り返し地震が含まれていたことから，震源の移動

は，本震の破壊開始点へ向かうプレート境界面上のゆっくりすべりの伝播を意味する．本

震前に生じた 2 度にわたる「ゆっくりすべりの伝播」が，本震の破壊開始点へ応力集中を

引き起こし，巨大地震の発生を促した可能性が考えられる． 
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4.2.  （参考）震源の移動 (気象庁, 2008c) 

4.1 節では 3.11 本震前の前震活動の移動を取り上げた．しかし，震源の移動自体は特段珍

しいことではない．例として，2007年11月に静岡県西部で発生した地震活動を下に示す．

DD 法で再決定した震源が 1 ヵ月間かけて時間とともに北西－南東方向へ移動している様

子がみられる．さらに 2008 年 1 月下旬には再び中心から端へ震源が移動しており，4.1

節で示した一連の震源の移動に類似している．しかしながら，その後，震源が移動した先

で大きな地震は発生しておらず，このクラスタで最大規模の地震は 2008 年 1 月 27 日に

中央で発生した M4.2 である（2012/06/20 現在）．この事例の他にも，注水実験による震

源の移動（例えば，Shapiro et al., 1999），深部低周波微動や短期的スロースリップのよ

うにソースが移動する事例（例えば，防災科学技術研究所, 2006）が報告されている．そ

のため，3.11 東北地震でみられたような前震の「震源の移動」が「本震の前兆」とは必ず

しも言えない． 
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4.3.  前震活動の統計に基づく地震発生予測モデル (Maeda, 1996; 前田・弘瀬, 2011; Maeda 

& Hirose, 2012) 

本震の直前に複数の地震が発生する場合があることに着目し，東日本太平洋沖海域でどの

ような地震活動を直前の前震活動とみなせば統計的に本震発生の予測に有効かについて調

査した．その結果，地震の続発性が強い東北沖の 3 領域（図 2 の四角で囲まれた 3 領域）

に限ると，それらの領域について最適なパラメータ（図 1）を用いて前震候補を選択した場

合，M≥6.0 の本震に対して，前震候補が真の前震である可能性（適中率）は過去 50 年（1961

年～2010 年）のデータから 30%程度であり，予測される本震の割合（予知率）は 38％で

あることが分かった（図 2）．しかし，他の領域では同じパラメータを用いると適中率，予

知率ともに数%以下であった．2011 年東北地方太平洋沖地震は続発性の強い領域で発生し

ており，上記のパラメータにより予測した場合，3 つの地震が前震候補として選択され，そ

のうちの 1 つは，予測時空間内に本震が発生し，予測が適中したことになる（図 3）． 

 

 

 

  

図 1 1961 年から 2010 年までのデータを用いた時のパラメータの変化による予知率（AR），
適中率（TR），確率利得（PG），dAIC 値の変化を表す図．前震の M を 5.0 以上，領域サイズ
を 0.5°とした場合，地震数が 3 個で予測期間を 4 日にした時に dAIC 値が最も大きくなるこ
とから，これを最適値とした． 

最適パラメータ 
・領域サイズ=0.5° ・予測期間=4 日 
・前震 M≧5.0   ・地震数=3 
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図 2 1961 年から 2010 年までの期間における，前震活動が顕著な 3 領域（四角で囲まれ
た領域）について最適化されたパラメータによる予測結果．左図：予測対象の本震（青丸）
と予測された本震（赤丸）．右図：選択された前震候補（青丸）と予測が適中した前震（赤
丸）．図の上の予測効率の値は，前震活動が顕著な 3 領域に対するもの． 

図 3 2011/1/1 から 2011/3/11 までの期間における東北地方太平洋沖地震の前の地震活動（M
≧3.0）．★は本震，●は最適パラメータによる前震候補， は予測が適中した前震候補を表す．

予測効率 
・予知率=38%（=11/29） ・的中率=30%（=13/44） 
・確率利得=380    ・dAIC=115 
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4.4.  前震の確率予報 (Ogata et al., 1996; 統計数理研究所, 2011a) 

ある地域で新規の地震活動（M≧4.0）が始まった時，その後，規模が 0.5 以上大きい地震

（本震）が発生する確率を，群内の時間間隔，震央間距離，M の差を用いて計算した．デ

ータは 1994-2011 年 4 月，M≧4.0 の気象庁カタログである．ある基準以内のイベントを

Single-link 法（݀௦௧ ൌ ඥ∆௦௣௔௖௘ଶ ൅ ሺܿ∆௧௜௠௘ሻଶ ൑ 0.3°	ሺݎ݋	33.33	݇݉ሻで連結する．ただし，c は

1 日=1 km）でリンクし，各クラスタ中最大のイベントを本震，それより前のものを前震，

後のものを余震と定義する．あるイベントが前震である確率は，全国平均では 3.8%であ

る．また，複数のイベント（前震）が発生し，本震となる確率は全国平均で 7.2%である． 

3.11 東北沖地震前の地震活動に適用した結果は次の通りである．2011 年 2 月 13 日から始

まった前震活動では，当初，平均 7.2%以下の予測確率であったが，3 月 9 日の最大前震

M7.3 に向かって増加し，最大前震時に 20%近くになった．その後減少傾向ではあるが，

3 月 11 日の本震 M9.0 まで平均値以上の予測確率を維持している． 
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4.5.  （参考）前震－本震ペアの割合 (明田川・福満, 2011) 

普段どのようなところで前震－本震型の活動が現れるのかについては，明田川・福満 

(2011)が系統的に調べている．本震の規模を Mm とすると，本震を基準として，前 30 日

以内に震央距離 L=100.5Mm-1.8（Utsu, 1961）以内（ただし，L は最大で 50 km）で Mm以

下のイベントを前震と定義し，前震－本震ペアを抽出した．予測対象イベントは 1885 年

1 月～2009 年 12 月，内陸 M5.0 以上，海域 M6.0 以上．結果は以下の通り． 

 

内陸： 

前震  本震  割合 

M3.0-4.9* M≧5.0  予知率 1.4%(=12/830)，適中率 1.2%(=12/1017) 

M≧5.0  M≧5.0  予知率 2.5%(=21/830)，適中率 2.9%(=24/830) 

M≧6.0  M≧6.0  予知率 2.5%(=4/163)，適中率 2.5%(=4/163) 

海域： 

前震  本震  割合 

M4.0-5.9* M≧6.0  予知率 4.3%(=39/908)，適中率 2.6%(=39/1483) 

M≧6.0  M≧6.0  予知率 4.8%(=44/908)，適中率 5.9%(=54/908) 

M≧7.0  M≧7.0  予知率 2.1%(=3/141)，適中率 2.1%(=3/141) 

*：規模の小さい前震が 2 個以上連続した時に本震が発生するケースをみたもの．ここで，連続とは，個々

の地震の震央距離 10 km（海域は 20 km）以内，発生間隔 10 日以内で発生した地震を指す． 

 

前震－本震型の割合は数%と非常に低いことがわかる．なお，前震－本震型であった場

合，本震は前震から 1 日程度で発生するケースが最も多く，5 日以内に海域で 7 割，陸域

で 9 割が発生している． 
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5. 長期的スロースリップ 

2003 年頃から福島県沖のプレート間固着は弱まっていた．また，2008 年，2010 年に発生し

た M7 クラスの地震の余効変動は本震時の変動と比較してかなり大きかった． 

 

5.1.  非定常変位は 2003 年頃から開始 (気象研究所, 2011) 

GPS の基線長変化から非定常変位は 2003 年頃から始まっているように見える．プレート

境界上のすべり分布を求めると（地震時の変動は除くが余効変動は含む），東北地方太平

洋沖地震の破壊開始点から主に南側の福島県，茨城県沖に分布している． 

 

 

 

 

 

 

 

 
（左）GPS 基線長変化．（右）東北沖のすべり欠損分布． 

 

5.2.  2007 年以降は福島県沖ですべり欠損小さい (国土地理院, 2011) 

GPS を用いた 10 年前（1997 年 1 月～ 2000 年 1 月）と最新（2007 年 1 月～ 2010 年

1 月）の 3 年間の平均変動速度から推定したすべり欠損速度分布（地震時の変動は除く

が余効変動は含む）を求めた．10 年前には，宮城県から福島県沖を中心に最大 8 cm を

超えるすべり欠損が推定されているが，最新では，宮城県北部沖で最大 6 cm のすべり欠

損にとどまり，特に福島県沖ではほとんどすべり欠損が推定されていない． 
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5.3.  海底地殻変動観測 (海上保安庁, 2011) 

海上保安庁では海底基準点

を宮城沖に 2 点，釜石沖に 2

点設置し，キネマティック

GPS／音響測距方式による

海底地殻変動観測を実施し

ている．地震発生前までの観

測結果の座標値について線

形回帰を行い，ユーラシアプ

レート安定域に対する移動

速度として，宮城沖では

2006 年 12 月～2011 年 2 月

に約 5～6 cm/年の速度で西

北西に移動しており，福島沖

では 2002年 7月～2011年 2

月に約 2 cm/年の速度でほ

ぼ西向きに移動していると

いう結果が得られた．このこ

とは，福島県沖の固着が弱か

ったことを示している． 
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5.4.  本震前のスロースリップの規模は Mw7.7 相当（Ozawa et al., 2012） 

本震前のスロースリップについて，2003 年 1 月から 2011 年 1 月までの GPS データによ

りすべりの時空間発展を推定した．スロースリップの規模は Mw7.7 相当になる． 

 

  地震前(黒)，地震時(赤)，地震後(青)の    本震前のスロースリップの規模推移 

  すべり分布． 

 

5.5.  茨城県沖・福島県沖の地震の余効変動大きい (Suito et al., 2011; 西村, 2011, 2012) 

東北地方太平洋沖地震の震源域では，2005 年以降いくつかの M7 クラスの地震が発生し

た．GPS で観測された 2008 年茨城県沖の地震，2008 年と 2010 年の福島県沖の地震の余

効変動は，地震時の変動と比較してかなり大きい［Suito et al., 2011］．このことは東北地

方太平洋沖地震直前の2月に開催された地震予知連絡会においても国土地理院から報告さ

れ，2007 年からの 3 年間の平均で見ると福島県沖から茨城県沖にかけてのプレート境界

は，ほとんど固着しておらず，ずるずるすべっている状態であった［西村，2011］．東向

き成分が強まった時期は地域によって異なる．福島県では 2000 年頃から徐々に東向きの

速度が増加し，2005 年頃からはさらに顕著になったように見える．茨城県では 2000 年頃

に加速した東向き成分がいったん収まり，2008 年の茨城県沖の地震以降に再加速したよ

うに見える．宮城県では 2003 年頃に東向き成分が増加し，2005 年の宮城県沖の地震以降

に再度増加する傾向がある［西村，2012］．  
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地震時の変位とすべり分布（黒），地震後の変位とすべり分布（色）（Suito et al., 2011） 
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6. 短期的スロースリップ 

本震の 2 年前と一か月前に本震震源と海溝軸の間で Mw7 程度のスロースリップが発生してい

た．また，3/9 に発生した最大前震による余効変動は南側（本震方向）に拡大したが，加速的

な変動は観測されていない． 

 

6.1.  本震の 2 年前と一か月前にスロースリップ発生 (伊藤・他, 2012; Ito et al., 2012) 

海底圧力計に 2008 年 11 月下旬と 2011 年 1 月下旬～2 月上旬に変化が見られ，本震から

海溝よりの部分でスロースリップが発生したと推定される． 

 

 

(上) 2008 年および(下) 2011 年の海底圧力差変化と推定されたすべり（赤矩形）の位置．
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6.2.  前震の余効すべりが南側に拡大 (東北大学, 2011) 

東北大学のひずみ計，GPS，海底圧力計で 3 月 9 日の地震の余効変動を観測している．余

効すべりが前震の震源域から南側に拡大したと推定される． 

 
(a)KNK 観測点の体積ひずみ変化，(b)牡鹿半島付近の GPS 座標変化，(c)海底圧力の時間変化，(d)

観測点配置． 
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6.3.  本震直前に顕著な GPS 変化なし (国土地理院, 2011) 

GPS では 2011 年 3 月 9 日の三陸沖の地震（M7.3）の影響がみられるが，本震直前に顕

著な変化は見られない．3 点以上で 3～5 mm 以上の水平変動が想定される断層すべりの

大きさは震源付近では約 Mw6.7～7.1 程度． 

 

 

6.4.  本震直前に顕著な傾斜変化なし (防災科学技術研究所, 2011) 

防災科学技術研究所の Hi-net 併設の高感度加速度計（傾斜計）について，数日間および

一カ月程度の前兆現象があったかどうか確認した．前震および本震に先立つ顕著な傾斜変

動は観測されていない．3 観測点で 0.1 μrad 以上となるすべりの大きさは本震震源域下

端付近もしくは深部延長上で Mw6.2，本震の震源付近では Mw7.3． 

 

宮城県の観測点における傾斜変化 
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7. 電離層関係の現象 

本震直前に電離層の電子数に変化がみられた．ただし，3 月 10～12 日にかけては磁気嵐が発

生しており，電離層の異常が出やすい時期であった． 

 

7.1.  本震の 1 時間前から電離圏全電子数 TEC が増加 (日置, 2011; Heki, 2011) 

GPS 観測から得られる電離圏全電子数（TEC）の異常が本震の 1 時間ほど前から震源域

全体に見られる．同様の異常は 2004 年スマトラ・アンダマン地震，2010 年チリ地震，1994

年北海道東方沖地震においても見られる． 

 

 

（上）電離圏全電子数（TEC）の時系列，（下）TEC 異常の分布 
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    Kakinami et al. (2012) は，同じく電離圏全電子数（TEC）の解析を行い，地震の 9 分

後から TEC が最大 30%減少し，その減少域が津波波源域に対応するとしている．補助

線の引き方により日置 (2011) とは解釈が異なっている． 

 
（左）電離圏全電子数（TEC）の時系列，（右上）地震 23 分後の TEC の空間分布，（右下）

地震 15 分後の津波の高さ 

 

7.2. （参考）TEC 異常の発生頻度 

日置 (2011)により報告された東北地方太平洋沖地震の数十分前に見られた GPS/TEC の

異常が，地震の短期予知に活用可能であるか検討した． 

GPS/TEC 偏差について定常的に解析している京都大学の齊藤昭則博士のサイト

（http://stegps.kugi.kyoto-u.ac.jp/index_j.html）を参考にした．TEC 偏差については，

日置 (2011)は三次多項式からの差，齊藤は 1 時間以下の変動成分だけ取り出したもので，

ともに地震発生数十分前に東北地方で TEC の正偏差が見られる． 

TEC は太陽フレアに伴って紫外線の放射が増えれば電離が促進されて（昼半球全体で）

電子が増える．またオーロラ帯から巨大な波が南下してくることもある（大規模移動性電

離圏擾乱）［日置，2011］． 

3 月 10～12 日にかけては磁気嵐が発生していた［地磁気観測所，2012］．過去のいくつ

かの磁気嵐発生時（2011.3/1，2011.2/18，2010.8/4，2010.5/2）の TEC 偏差を確認する

と，今回と似た異常（より広域）があり，南への移動がみられる場合も，移動がみられな

い場合もあった． 
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 磁気嵐が発生していない期間について，移動性ではない TEC 偏差がどの程度の頻度で

発生しているかを 2010 年 1 月前半について確認した．拾い出しに主観が入る恐れはある

が，半月で 5 回発生している．この程度の頻度で原因不明の TEC 偏差が発生していると

すると，この情報だけで地震直前予知を行うのは困難と思われる． 

磁気嵐発生時 2011 年 2 月 18 日の GPS/TEC 偏差（京都大学齊藤氏のサイトより） 
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2010 年 1 月前半の GPS/TEC 偏差（京都大学齊藤氏のサイトより） 
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7.3.  地震の数日前から大気・電離層の 4 つの異なる要素で異常 (Ouzounov et al., 2011; He et 

al., 2012) 

地震の数日前から大気・電離層の 4 つの異なる要素で異常な変化が観測された．(1)外向き

の長波放射(OLR) が 2 月 21～24 日，3 月 7～10 日に震源域近くで+2σ以上の値となる．

(2)GPS/TEC が 3 月 5～8 日に増加．(3)低軌道電離層トモグラフィの異常が 3 月 8 日に北

緯 45～46 度で見られる．(4)電離層 F2 領域臨界周波数 foF2 の国分寺と山川（鹿児島県）

の相互相関係数が変化．（注：論文中でも触れられているが，3 月 10～12 日にかけては磁

気嵐が発生しており［地磁気観測所，2012］，電離層の異常が出やすい条件にあった．） 
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（上左）外向き長期放射(OLR)の異常，（上右）電離層 F2 領域臨界周波数 foF2 の国分寺と山川の

相互相関係数，（中）3/8.06Z の GPS/TEC 偏差，（下）低軌道電離層トモグラフィの異常． 
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れ

の
解

析
も

地
震

活
動

が
低

調
な

領
域

で
は

推
定

で
き

な
い

．

規
模

p値
の

低
下

継
続

期
間

は
M

9
ク

ラ
ス

の
ス

マ
ト

ラ
沖

地
震

と
同

程
度

．

異
常

で
あ

る
こ

と
は

わ
か

る
が

予
測

が
困

難
．

空
間

的
な

低
b値

域
と

ア
ス

ペ
リ

テ
ィ

の
広

が
り

と
に

相
関

あ
り

．

異
常

で
あ

る
こ

と
は

わ
か

る
が

予
測

が
困

難
．

場
所

p値
が

本
震

破
壊

開
始

点
の

近
く
で

低
い

．

時
期

場
所

本
震

破
壊

開
始

点
の

北
側

で
群

発
的

な
前

震
活

動
が

発
生

．
前

震
活

動
は

徐
々

に
本

震
方

向
へ

移
動

し
た

．

時
期

特
定

の
条

件
を

満
た

す
地

震
か

ら
4
日

以
内

の
発

生
を

予
測

．

場
所

緯
度

経
度

0
.5

°
メ

ッ
シ

ュ
内

の
発

生
を

予
測

．

規
模

M
6
.0

以
上

ま
た

は
前

震
の

規
模

以
上

の
本

震
を

予
測

．

空
間

前
震

・
本

震
付

近
で

地
球

潮
汐

と
の

強
い

相
関

あ
り

．

左
記

の
予

測
は

M
ae

da
 (

1
9
9
6
)他

の
予

測
モ

デ
ル

に
基

づ
く
．

適
中

率
は

約
3
0
%
，

予
知

率
は

3
8
%
．

適
応

で
き

る
領

域
が

限
ら

れ
て

い
る

（
地

震
の

続
発

性
が

高
い

岩
手

沖
，

宮
城

沖
，

茨
城

沖
で

特
に

有
効

）
．

尾
形

（
2
0
1
1
）
に

よ
る

と
3
月

9
日

の
最

大
前

震
（
M

7
.3

）
発

生
時

に
は

本
震

発
生

率
は

約
2
0
％

と
算

出
．

明
田

川
・
福

満
 (

2
0
1
1
)に

よ
る

と
，

一
般

に
前

震
－

本
震

型
は

数
%
で

，
前

震
の

5
日

以
内

に
海

域
で

7
割

，
陸

域
で

9
割

の
本

震
が

発
生

．
震

源
の

移
動

と
本

震
の

発
生

の
因

果
関

係
に

つ
い

て
は

ま
だ

十
分

調
査

さ
れ

て
い

な
い

．

b値
は

本
震

前
に

低
下

を
示

し
異

常
で

あ
る

こ
と

は
わ

か
る

．
し

か
し

な
が

ら
，

ど
の

値
ま

で
下

が
れ

ば
本

震
が

発
生

す
る

か
が

不
明

な
た

め
時

期
の

予
測

は
困

難
．

予
知

率
，

適
中

率
と

も
に

求
め

ら
れ

て
い

な
い

．

前
震

b
値

短
期

（
～

1
週

間
）

中
・
長

期
（
3
～

1
0
年

）
お

よ
び

短
期

（
～

1
週

間
）

空
間

低
b値

域
と

本
震

で
大

き
く
滑

っ
た

領
域

の
対

応
が

良
い

．
規

模

時
間

約
1
ヶ

月
前

か
ら

前
震

活
動

．

空
間

時
間

遅
く
と

も
2
0
0
5
年

頃
か

ら
b値

は
低

下
．

前
震

活
動

で
更

に
低

下
．

予
測

時
期

・
規

模
は

吉
川

 (
2
0
1
1
）
に

よ
る

．
解

析
者

に
よ

っ
て

静
穏

化
の

開
始

時
期

や
静

穏
化

域
は

ま
ち

ま
ち

で
，

パ
ラ

メ
ー

タ
選

択
の

客
観

性
に

課
題

が
残

る
．

吉
川

・
他

 (
2
0
1
1
)に

よ
る

と
，

予
知

率
は

太
平

洋
プ

レ
ー

ト
間

に
限

る
と

（
6
/
9
=
）
6
7
%
，

陸
の

地
殻

内
で

は
（
1
/
7
=
）
1
4
%
，

ス
ラ

ブ
内

で
は

（
2
/
7
=
）
2
9
%
で

静
穏

化
あ

り
．

適
中

率
は

求
め

ら
れ

て
い

な
い

．

p値
は

本
震

前
に

低
下

を
示

し
異

常
で

あ
る

こ
と

は
わ

か
る

．
し

か
し

な
が

ら
，

ど
の

値
ま

で
下

が
れ

ば
本

震
が

発
生

す
る

か
が

不
明

な
た

め
時

期
の

予
測

は
困

難
．

M
w

7
.5

以
上

の
逆

断
層

地
震

に
つ

い
て

は
，

6
/
1
1
=
5
5
%
（
予

知
率

）
で

p値
の

低
下

．
適

中
率

は
求

め
ら

れ
て

い
な

い
．

前
兆

の
種

類
発

現
期

間
予

測
の

可
能

性
備

考
お

よ
び

問
題

点

静
穏

化

地
球

潮
汐

中
・
長

期
（
3
～

1
0
年

）

中
・
長

期
（
3
～

1
0
年

）

時
期

静
穏

化
域

の
長

径
と

相
関

あ
り

．
時

間
定

義
に

よ
り

ま
ち

ま
ち

．
4
～

2
3
年

前
か

ら
静

穏
化

が
み

ら
れ

る
．

震
源

域
の

深
部

や
北

部
の

他
，

西
南

日
本

を
含

む
日

本
全

国
で

静
穏

化
が

現
れ

た
．

時
期

場
所

空
間

2
0
1
1
年

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

前
に

見
ら

れ
た

前
兆

的
現

象
－

地
震

活
動

の
変

化
－

特
徴

約
1
0
年

前
か

ら
，

前
震

・
本

震
付

近
で

の
中

規
模

地
震

の
発

生
に

地
球

潮
汐

と
の

強
い

相
関

あ
り

．
時

間

本
震

震
源

域
と

は
必

ず
し

も
一

致
せ

ず
，

そ
の

周
辺

．

規
模

静
穏

化
域

の
長

径
と

相
関

あ
り

．
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2
0
1
1
年

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

前
に
見

ら
れ

た
前

兆
的

現
象

－
そ
の

他
の

変
化

－

前
兆

の
種

類
特

徴
発

現
期

間
予

測
の

可
能

性
備

考
お
よ
び
問

題
点

備
考

お
よ
び
問

題
点

2
0
1
1
年

東
北

地
方

太
平

洋
沖

地
震

前
に
見

ら
れ

た
前

兆
的

現
象

－
地

殻
変

動
の

変
化

－

前
兆

の
種

類
特

徴
発

現
期

間
予

測
の

可
能

性

長
期

的
ス
ロ
ー

ス
リ
ッ
プ

時
間

2
0
0
3
年

頃
か

ら
本

震
ま
で
M
w
7
.5
以

上
．

中
・
長
期

（
4
～
1
0
年
前
）

時
期

ス
ロ
ー
ス
リ
ッ
プ
の

発
生

が
必

ず
し
も
地

震
の

発
生

に
つ
な
が

る
と
は

限
ら
な
い
．

場
所

本
震
震
源
域
と
は
必
ず
し
も
一
致
せ
ず
，
そ
の
周
辺
．

空
間

本
震
震
源
域
の
南
西
部
．

規
模

予
測
は
困
難
．

予
測
は
困
難
．

短
期

的
ス
ロ
ー

ス
リ
ッ
プ

時
間

2
0
0
8
年
1
1
月
下
旬
に
M
w
6
.8
．

2
0
1
1
年
1
月
下
旬
～
2
月
上
旬
に
M
w
7
.0
．

中
・
短
期

（
2
年

～
1
ヶ
月

前
）

時
期

ス
ロ
ー
ス
リ
ッ
プ
の

発
生

が
必

ず
し
も
地

震
の

発
生

に
つ
な
が

る
と
は

限
ら
な
い
．

場
所

ス
ロ
ー
ス
リ
ッ
プ
の

近
傍

で
本

震
発

生
．

空
間

本
震
震
源
と
海
溝
軸
の
間
．

規
模

予
測
は
困
難
．

予
測

は
困

難
（
3
日

前
の

前
震

後
も
す
べ

り
の

加
速

見
ら
れ

ず
）
．

電
離

層
関

係

時
間

数
十
分
～
数
日
前
．

短
期
・
直
前

（
1
週
間
～
数

十
分
）

時
期

今
回

の
本

震
前

後
は

磁
気

嵐
の

影
響

を
受

け
て
い
る
．
地

震
前

兆
現

象
と
の

因
果

関
係

不
明
．

空
間

直
前
の
全
電
子
数
異
常
は
本
震
震
源
域
全
体
．
数
日

前
の
全
電
子
数
異
常
は
イ
ン
ド
洋
か
ら
西
太
平

洋
ま
で

の
広
域
．
2
～
3
日
前
の
外
向
き
長
期
放
射
は
岩
手
県

沖
．
3
日

前
の

低
軌

道
電

離
層

ト
モ
グ
ラ
フ
ィ
の

異
常

は
北
緯
4
5
～
4
6
度
（
稚
内
相
当
）
．

場
所

予
測

は
困

難
（
異

常
現

象
が

震
源

付
近

か
ら
半

球
規

模
ま
で
あ
り
）

規
模

地
震
前
数
十
分
の
全
電
子
数
異
常
が
見
ら
れ
る
の
は
M
8
後
半
の

地
震
．

予
測
は
困
難
（
異
常
は
あ
る
が
頻
度
不
明
）
．

2

－ 177 －



2012/09/13 10:00-12:30

1

2

－ 178 －



3

4

－ 179 －



L
LSSE L �

Composite Law 
Dieterich (1979), Kato & Tullis (2001)

5

Heki & Miyazaki 
(2001)

15-18 [ ] 6-10 [ ]6

－ 180 －



1944

7

8

－ 181 －



9

L

L LSSE

M7

10

L

－ 182 －



11

12

－ 183 －



GPS or 

13

14

－ 184 －



120
2 1

15-18 6-10
LSSE LSSE

LSSE

15

16

－ 185 －


	110_気象研究所提供資料鏡立
	111_非公開資料5_1_気象研究所提供資料2Tohoku_precursor_MRI.ver3.11
	112_非公開資料5_2_気象研究所提供資料3.Table.ver2.5
	113_気象研究所提供資料_Nankai_trough_MRI_fhirose_20120913.ver2(印刷用)



